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本研究では、協力者は他者から好意的に評価され報酬を与えられる（e.g., Fehr & Fischbacher, 2003）という先行研究に反して、社会環境の特性によっては、集団成員の平均から突出した協力をする「過大協力者」が、否定的な評価をなされ罰の対象となりうるという仮説を検討する。
本研究が注目する社会生態学的要因は、特定の社会環境下に存在する、対人関係や所属集団の選択肢の多寡と定義される関係流動性である。本研究の目的は、特にその関係流動性が低い社会－低関係流動性社会である日本－において過大な協力行動が否定的評価を受けるとの仮説を検討することである。

競争的利他性の理論によれば、一見すると割に合わない利他行動が生じる理由は、それが自らが資源を豊富に持つ者であることのシグナルとなるため、より望ましい交換関係の獲得につながるというベネフィットが存在するからである（Barclay & Willer, 2007）。個人の意思や選好に基づき対人関係を形成できる高関係流動性社会では、人々は利益の得られる交換相手を求めているため、資源を潤沢に持つ過大協力者はたしかに他者から賞賛され、希求される対象となる。しかし一方で、対人関係選択の自由度が低く、関係の乗り換えを行うことが困難な低関係流動性社会では、そうした魅力がよりよい対人関係の獲得に役立たないばかりか、自分の資源量をアピールすることが既存の集団内の権力構造の偏りや集団成員からの妬みを発生させることにより、集団の安定を乱す者として罰の対象となる。
上記の理論仮説を検討するため、本研究では、低関係流動性社会である日本では、過大協力者が平均的協力者よりも高く評価されないばかりか、ときにはより否定的に評価される可能性を、場面想定法を用いた質問紙実験で検証した。質問紙には、日常場面における「過大協力者」と「平均協力者（周囲の人々と同程度協力する人物）」の行動を記述したシナリオが書かれた。この２種類の人物に対する評価を比較した結果、予測通り、どのシナリオにおいても過大協力者は好意的に評価されることはなく、さらにいくつかのシナリオでは過大協力者は平均協力者よりもより「好ましくない」とされた。
今後はさらに、高関係流動性社会における過大協力者の評価との相対的な比較社会研究を行うことが課題とされる。
